
事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

基本目標Ⅰ
　安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること
施策目標２
　必要な医療従事者を確保するとともに、資質の向上を図ること
施策目標２－１
　今後の医療需要に見合った医療従事者の確保を図ること

　（政策等への反映の方向性）
　　評価結果を踏まえ、平成２０年度予算概算要求において所要の予算を要求する。
　　（概算要求額：520百万円）

　都道府県が受付・相談窓口を設置し、復職を希望する女性医師に対し、研修受入医療機関の紹介
や、復帰後の勤務形態に応じた復帰研修を実施することにより、再就業の促進を図るものである。
（交付先：都道府県、補助率：１／２）

【評価結果の概要】

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

（整理番号３）

平成１９年度事業評価書（事前）要旨

評価実施時期：平成１９年８月 担当部局名：医政局医事課

女性医師復職研修支援事業

（１）必要性の評価
その他行政関与の必要性の有無(主に官民の役割分担の観点から) 有 無

(理由)
全国各地の医師不足を訴える声は日増しに大きくなっており、医師不足等の問題は、

国・地方自治体の行政機関が主体的に取り組まなければ解決が困難な問題である。

その他国で行う必要性の有無(主に国と地方の役割分担の観点から) 有 無
(理由)
医師不足等の解消に向けた取組が着実に図られ、各都道府県の医療提供体制の確保に

繋がるものであり、全国的な観点より国においても支援していく必要がある。

民営化や外部委託の可否 可 否
(理由)
女性医師に対する復職支援研修は先駆的な取組であり、復職を目指す女性医師に対し

て手厚い対応・指導体制をとること等から不採算事業であるため、民営化にはなじまな
い事業であるが、地方公共団体が地域医師会や医療法人等に事業の外部委託を行うこと
は可能である。
他の類似事業(他省庁分を含む)がある場合の重複の有無 有 無
(有の場合の整理の考え方)

（２）有効性の評価
事業の有効性
女性医師からの復帰研修申込や再就業先相談に対応する受付・相談窓口を都道府県に

設置することにより、効果的・効率的な研修受入機関の決定及び研修の実施が図られ、
女性医師の再就業の促進、さらには医師確保につながることとなる。

（３）効率性の評価
受付・相談窓口という形態をとり、再就業医療機関からの情報提供等を活用すること

により、再就業に係る研修の紹介・実施を効率的に行うことができる。



施政方針演説等

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

年月日 記載事項（抜粋）

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

アウトカム指標 本事業と指標の関連についての説明
１ 就業女性医師数 本事業の実施により、女性医師の再就業が図られ、就

業女性医師数が増加する。
（調査名・資料出所、備考）
・ 指標１は 「医師・歯科医師・薬剤師調査 （大臣官房統計情報部調べ （隔年の12、 」 ）

月31日現在）による。平成１８年の数値については現在集計中で、平成１９年１２月
に確定値等公表予定。


